（R07　夏　大障教　専門部）

項目１０（８）①

○　栄養教諭・栄養職員に代替措置が必要となった場合には、これまでも、校長・准校長と協力し、代替職員の確保に努めてきたところ。

○　また、各市町村教育委員会に対しても、代替職員の紹介を依頼するなど、様々な手立てを講じることで、速やかな代替職員の確保に努めてきたところ。

○　なお、栄養教諭の病休や産休等に伴う臨時的任用教職員については、学校教育法上、栄養教諭に準じる職務を行う職の規定がないことから、臨時的任用の臨時技師（栄養士）を配置させていただくことになる。

〇　併せて、令和６年６月より、大阪府ホームページにおいて、臨時技師（栄養士）希望者を対象とした登録を受け付けている。
　　登録者の募集については、ホームページでの周知や教員採用選考会場でのチラシ配架等により周知しているところ。

○　加えて、年度途中の代替者確保が困難な状況を踏まえ、令和６年度より、産育休代替の前倒し任用の対象に栄養教諭を追加したほか、代替任用の例外的な運用も試行実施しているところ。

○　今後とも、代替職員の速やかな確保に努めてまいる。

項目１０（８）②③

○　妊娠中の栄養教諭に対する職務軽減については、軽減措置期間を妊娠判明時から産休に入るまでとして、非常勤補助員を措置することとしているところ。

○　また、栄養教諭の育児短時間勤務時の代替措置については、非常勤補助員を配置することとしている。

項目１０（１１）③

〇　調理業務委託業者の入札・選定については、令和６年３月業務開始分以降、業者の質を確保するため総合評価一般競争入札にて実施している。
　業者選定後の履行状況確認については、主には日々の業務状況を業務完了確認簿などを用いて学校にて確認いただいた後、業務完了届とともに教育庁に提出されており履行状況は確認している。また、年に２回（１学期と２学期）府立支援学校における学校給食調理業務委託にかかる業務評価を提出いただき、その状況について確認している。仕様と異なる内容があった場合には、事業者に対して、保健体育課からも文書指導も含め指導し改善を求めている。
　なお、総合評価一般競争入札では文書指導や契約解除があった場合には、次回以降の入札の評価時に低評価で反映するものとなっている。

項目４

○　学校管理費については、従前から各学校のご意見も伺いながら、実情・実態に即した配分に努めてきたところ。

○　生徒の安全確保のため、授業以外のクラブ活動や行事などの学校活動も含め、学校長が必要と判断する場合は、各校の実情に即した空調設備の運用をお願いしており、予算に不足が生じる場合は必要額を措置している。
　　今年度に関しても昨年度に引続き原油価格高騰の影響はあるが、光熱費は必要額を各学校に措置している。

〇　なお、水道料金の値上げ等により水道代の予算が不足する場合は、実情に即した予算配分に努めてまいる。

○　厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも学校運営に支障が生じないよう、必要な予算額の確保に努めてまいりたい。

項目８

○　障がいのある教職員に対する「合理的配慮」に関しては、障害者の雇用の促進等に関する法律の趣旨を踏まえ、今後とも適切に対応してまいる。

項目９（１）②③

○　事務職員については、標準法に基づく定数を基礎として、学級数及び施設等を勘案し配置しているところ。

○　事務処理体制については、校長ヒアリング等を通じ、事務室の状況把握に努めており、学校運営に支障をきたさないよう、適切に対応してまいる。

項目１０（１）③

○　事務職員の病気休暇等の代替者については、学校において確保いただくことを基本としつつ、代替者のすみやかな確保・配置に資するよう、令和７年度より臨時的任用職員・非常勤職員の希望者を募集し、必要が生じた学校に対し情報共有を行っているところ。

項目９（４）

○　寄宿舎指導員の採用については、今後の寄宿舎の運営方針を踏まえ、その可否を判断してまいりたい。

項目１（４）

〇　職員の給与格付けについては、職務給の原則に基づき決定しているところ。

○　高等学校等教育職給料表の２級は総括実習助手等の職務の級とされており、実習助手等に適用することは困難である。

○　総括実習教員及び総括寄宿舎指導員については、実習教員及び寄宿舎指導員の業務を総括する職と位置付け、取りまとめ等を行うこととしているため、職の任用数に一定の制限を設けざるを得ないと考えている。

項目３（２）⑤

○　育児・介護休業法の改正等を踏まえ、令和７年４月から、子の看護等休暇の取得事由については、子の学校行事への参加等も対象となるよう見直したころ。

○　今後とも、勤務条件等、特に母性保護や子育てに関する特別休暇等の制度運用が、適正に行われるよう指導するとともに、子育て中の職員をはじめ、すべての教職員が働きやすい職場環境づくりに努めてまいりたい。


項目１１（４）

○　学校における年度途中の欠員や産育休の取得に対する代替措置については、学校運営に支障が生じないよう必要な措置を講じているところ。

○　しかしながら、候補者が見つからず、必要な講師が速やかに配置されず、欠員となっている状況があることは、重く受け止めているところ。

○　府教委では、講師の充足状況を毎月、各学校長等から聞き取り、新規講師登録者や現在任用されていない講師登録者の情報を逐次共有するなど、各学校と連携、協力し、代替講師の速やかな配置に努めているところ。

○　また、講師登録に係る各種広報活動の拡充・充実に取り組むとともに、ペーパーティーチャーを対象とした研修（教員スタートアッププログラム）を実施するなどして、人材の確保に努めているところ。

○　加えて、年度途中の講師確保が困難な状況が続いていることを踏まえ、産育休代替の前倒し任用を実施しているほか、代替任用の例外的な運用を昨年度から試行実施しているところ。

○　今後とも、各学校と連携、協力して必要な講師等の配置に努め、適正な勤務労働条件の確保に取り組んでまいる。

項目３（２）③

○　代替講師の任用については、原則として任用事由が存続している範囲内で任用している。

項目１１（１０）
　
〇　地方公務員法の改正に伴い会計年度任用職員制度が導入されたことにより、それまで『府立学校職員健康診断実施要項』に大阪府立非常勤補助員健康診断実施要領」、「大阪府立非常勤講師結核検査実施要領」、「大阪府立支援学校特別非常勤講師（看護師）健康診断実施要領」として記載していたものを、「会計年度任用職員健康診断実施要領」として記載を一本化したもの。

項目１１（１１）

○　非常勤職員の健康診断については、労働安全衛生法所定の要件を満たす職員に実施しているところ。同法所定の要件にない非常勤職員については、希望者に実施しており、結核検査については公費負担しているところ。

